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一方、国民の腰痛の現状は、厚生労働省の平成 25 年度の国民生活基礎調査 6) に
よると、自覚症状のある有訴者率は、人口千人当たり 312.4 人と国民の約 3 割を占
めている。性別にみた有訴者率の上位を占める症状では、人口千人当たりに対し男
性の第 1 位に腰痛 92.2 人、第 2 位に肩凝り 60.2 人、女性の第 1 位に肩凝り 125.0
人、第 2 位に腰痛 118.2 人である。平成 22 年度の同調査の自覚症状のある有訴者
率は、人口千人当たりに対し 332.2 人であり、性別にみた有訴者率の上位を占める
症状では、人口千人当たりに対し男性の第 1 位に腰痛 89.1 人、第 2 位に肩凝り 60.4
人、女性の第 1 位に肩凝り 129.8 人、第 2 位に腰痛 117.6 人となっている。腰痛や
肩凝りの自覚症状が多いことが伺われる。 
職種別にみると、保母、看護師などの医療福祉関連労働者 7,8)、トラックなど運
輸に関わる労働者 9)、農業従事者 10)や建築労働者 11)などで、腰部や肩部等の愁訴調
査が行われ、長期間の立位、座位や重量物取扱い作業などによる有訴者が多いこと
が報告されている。また、船舶職員では、国土交通省海事局の平成 25 年に報告さ
れた平成 23 年度船員災害疾病発生状況報告集計書 12)の中で腰痛（筋骨格系疾患の
内訳の中に）の報告がある。罹病者のうち最も多い疾患は、第 1 位に筋骨格系の疾
患 20.7％、第 2 位に消化器系の疾患 19.7％である。平成 22 年度の同報告集計書で
は、第 1 位に消化器系の疾患 21.8％、第 2 位に筋骨格系 18.4％の疾患となっていた
が平成 23 年度の同報告集計書で順位が逆転している。筋骨格系疾患の内訳は椎間
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 対象者は、某船舶会社の船員で、2009 年 8 月と 2010 年 8 月～9 月の調査期間に
おいて、停泊中の船舶に乗船していた成人男女 152 名（平均 40.7±12.9 歳）である。
























 腰部の愁訴率は、152 名中で「愁訴あり」75 名（49.3％）、「愁訴なし」77 名（50.7％）
であった（本章末図 2）。 
表 1（本章末）は、対象とした船員 152 名に対する腰部の愁訴有無での徒手圧痛
検査による圧痛強度別人数割合を示している。対象者全体での人数割合は、「圧痛
なし：0」42 名（27.6％）、「弱い圧痛：1」36 名（23.7％）、「強い圧痛：2」26 名（17.1％）、
「非常に強い圧痛：3」で 48 名（31.6％）であった。腰部の愁訴あり者 75 名の圧
痛強度別人数割合は、「圧痛なし：0」6 名（8.0％）、「弱い圧痛：1」16 名（21.3％）、
「強い圧痛：2」15 名（20.0％）、「非常に強い圧痛：3」で 38 名(50.7％)であり、腰




し：0」で 42 名中 6 名（14.3％）、「弱い圧痛：1」で 36 名中 16 名（44.4％）、「強い
圧痛：2」で 26 名中 15 名中（57.7％）、「非常に強い圧痛：3」で 48 名中 38 名（79.2％）
となっている。 




 船員 152 名を対象に、腰部の愁訴調査を行い、腰部筋に徒手圧痛検査を実施して
愁訴と徒手圧痛検査による圧痛強度との関連性を検討し、徒手圧痛検査の有用性に
ついて検討を行った。 








運輸業の列車やバスなどで約 3～5 割 4)、介護職で約 6 割 5)、トラック業で約 7 割
6)となっている。本調査での愁訴率は、特別に他の報告よりも高いとは言えず、同


























































































1) 小山内博, 佐野裕司 : 腰痛症と頸肩腕症候群の発生要因. 診断,治療,予防に関す
る研究. 労働科学. 55(2): 83-100, 1979. 
2) 佐野裕司, 白石聖ら : 背側筋群の強化を目的とした体幹筋運動が腰筋の主観的
圧痛に及ぼす効果. 柔道整復・整骨医学. 7(1): 3-12, 1998. 
3) 佐野裕司, 片岡繁雄 : 腰筋の主観的圧痛強度の評価スケールに関する検討. 柔
道整復・接骨医学. 6(1): 21-25, 1997. 
4) 佐藤広和 : 作業関連疾患とその対策. 交通医学. 50(516): 249-251, 1996. 
5) 富永俊克, 國司善彦ら : 勤労者に伴う腰痛と QOL. 日本職業・災害医学会会誌. 
51(6): 423-427, 2003. 
6) 久繁哲徳, 安田誠史ら : トラック運輸作業者の作業内容と健康管理上の課題. 
産業医学ジャーナル. 12: 92-99, 1989. 
7) 江原美穂, 松村園江ら : 体操導入による船員の頚肩背腰部の愁訴改善および脊
椎棘突起・筋の圧痛検査について. 日本航海学会論文集. 116: 227-233, 2007. 
8) 大原啓志, 青山英康 : 職業性腰痛の疫学と課題. 日本災害医学会会誌. 42(6): 
413-419, 1994. 
9) 木村功, 新宮彦助ら : 勤労者の腰痛－疫学, 診断・治療, 再発予防. 日本職業・
災害医学会会誌. 49(4): 312-319, 2001. 
10) 吉田眞弓 : 客室乗務員における腰痛の現状. 宇宙航空環境医学. 34(2): 79-83, 
1997. 
11) Breslow, L. and Enstrom, J. E. : Persistence of health habits and their relationship to 
mortality. Preventive Medicine. 9: 469-483, 1980. 
12) 甲田茂樹, 久繁哲徳ら : 看護婦の腰痛症発症にかかわる職業性要因の疫学的
研究. 産業医学. 33: 410-422, 1991. 
13) 大西徳明 : 筋肉の痛みと腰痛. 労働科学. 30(4): 30-33, 1975. 
14) 古澤清吉 : 清浄作業員における腰痛とその対策. 労働科学. 30(4): 25-29, 1975. 
15) 尾瀬裕 : 学校給食調理員の健康障害に関する衛生学的研究 第 1 編 調理方式
































































































圧痛なし：0 弱い圧痛:1 強い圧痛:2 非常に強い圧痛:3
あり 6(8.0％) 16(21.3％) 15(20.0％) 38(50.7％) 75(100％)
なし 36(46.8％) 20(26.0％) 11(14.3％) 10(13.0％) 77(100％)

































































































 本論第 1 章で述べた通り、腰や肩の凝りや痛みの検査として、手技による筋・腱・





















の柔道整復師 6 名（平均 29.7±4.9 歳）の母指面積を求めた。母指面積は腰部筋に
指圧を行う要領で左右の母指で方眼紙に圧迫負荷を加えさせた際の母印から算出





ルミ製の円形平板は、八幡ねじ社製（厚さ 1 mm）を使用した。 
 
改良2．アルミ製円形平板にスポンジを貼付した。スポンジは、光社製（厚さ 5 mm、

















計による圧迫負荷方法は、徐々に腰部対象筋へ 10.0 kg まで負荷をかけた。 
 
2-1-4. 被験者 
被験者は成人男女 8 名（平均 25.3±2.7 歳）であり、検者は 10 年以上の施術経験
のある柔道整復師 1 名である。調査期間は、2011 年 7 月～8 月であり、某大学の研
究室にて被験者の都合の良い時間帯である。 
 
検討 2 腰部筋における徒手圧痛検査法と圧痛計検査法との関係 
2-2-1．検者および被験者 
徒手圧痛検査および圧痛計検査を行った検者は検討 1 と同様 10 年以上の施術経
験のある柔道整復師 1 名である。徒手圧痛検査および圧痛計検査を受けた被験者は
本調査の趣旨に同意した成人男女 33 名（平均 22.7±3.3 歳）であった。調査期間等











下、圧痛強度を 0～3 の数字のみで記す）で検者が評価した。 


















痛強度との相関を Spearman の順位相関係数にて 5 ％未満を有意として行った。ま
た、各腰部筋での徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫負荷別の
圧痛スケール値を平均値と標準偏差で表し、各圧痛強度（群間）の平均値の差の検
定は一元配置分散分析および多重比較（Tukey 法）にてそれぞれ危険率 5 ％未満を
有意とした。統計解析ソフトは、SPSS ver.19 を用いた。 
 
3．結果 




の痛みがある’」4 名（50％）であったが、改良 1 では「②1 点で押される感覚」1
名（12.5％）、「③刺すような痛みがある」3 名（37.5％）、「④その他の感覚」の‘皮
膚の痛みがある’4 名（50％）および‘筋の圧痛を自覚する’4 名（50％）となり、
改良 2 では「②1 点で押される感覚」4 名（50％）、「④その他の感覚」の‘皮膚の
痛みがある’1 名（12.5％）および‘筋の圧痛を自覚する’7 名（87.5％）となった。 
 母指による圧迫に近い感覚の有りの回答は、改良前では 0 名であったが、改良 1
では 4 名（50％）、改良 2 では、8 名全員となった。 
 








 最長筋左では圧迫負荷2.5 kgで r = 0.440（p < 0.05）、5.0 kgで r = 0.634（p < 0.001）、
7.5 kg で r = 0.729（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.694（p < 0.001）、10.0 kg で r = 0.647
（p < 0.001）と、いずれも有意な正の相関関係を認め、特に圧迫負荷 7.5 kg に強い
関係が示された。最長筋右では、圧迫負荷 2.5 kg で r = 0.615（p < 0.001）、5.0 kg で
r = 0.836（p < 0.001）、7.5 kg で r = 0.759（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.771（p < 0.001）、
10.0 kg で r = 0.722（p < 0.001）と、いずれも有意な正の相関関係を認め、圧迫負荷
10.0 kg、7.5 kg、8.5kg 、5.0 kg の順に強い関係が示された。 
腸肋筋左は、圧迫負荷 2.5 kg で r = 0.499（p < 0.01）、5.0 kg で r = 0.684（p < 0.001）、
7.5 kg で r = 0.790（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.633（p < 0.001）、10.0 kg で r = 0.670
（p < 0.001）と、いずれも有意な正の相関関係を認め、特に圧迫負荷 7.5 kg に強い
関係が示された。腸肋筋右は、圧迫負荷 5.0 kg で r = 0.658（p < 0.001）、7.5 kg で r = 
0.807（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.806（p < 0.001）、10.0 kg で r = 0.782（p < 0.001）
と、圧迫負荷 2.5 kg を除いた全ての圧迫負荷に有意な正の相関関係を認め、圧迫負







 最長筋の左右は圧痛計検査における圧迫負荷 2.5 kgを除いた 5.0 kg、7.5 kg、8.5 kg、
10.0 kg に、徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査
における圧痛スケール値が大きくなった（本章末図 8）。一元配置分散分析の結果
は、左では圧迫負荷 5.0 kg が 1 ％水準で、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％水
準で、右では 2.5 kg が 1 ％水準で、5.0 kg、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％
水準で、それぞれ有意であった。多重比較の結果は、左の 5.0 kg では徒手圧痛強度
「0」と「3」間に、「1」と「3」間に（p < 0.05）、7.5 kg および 8.5 kg では、「0」と
「2」および「3」間に、「1」と「3」間に（p < 0.05～0.001）、10.0 kg では、「0」と
「2」および「3」間に、「1」と「3」間に（p < 0.05～0.01）それぞれ有意差を認め
た（本章末表 3）。右では 2.5 kg で「0」と「3」間に、「1」と「3」間に、「2」と「3」
間に（p < 0.05）、5.0 kg では「0」と「2」および「3」間に、「1」と「3」間に、「2」
と「3」間に（p < 0.05～0.001）、7.5 kg では「0」と「2」および「3」間に、「1」と
「2」および「3」間に（p < 0.05～0.001）、8.5 kg では「0」と「2」および「3」間
に、「1」と「3」間に（p < 0.01～0.001）、10.0 kg では「0」と「2」および「3」間
に、「1」と「2」および「3」間にそれぞれ有意差（p < 0.05～0.001）を認めた（本
章末表 4）。 





はならなかった（本章末図 9）。腸肋筋の右は圧迫負荷 2.5 kgを除いた 5.0 kg、7.5 kg、
8.5 kg、10.0 kg で徒手圧痛検査の圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査の圧痛スケ
ール値が大きくなった（本章末図 9）。一元配置分散分析の結果は、腸肋筋の左で
は圧迫負荷 5.0 kg が 5 ％水準で、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％水準で、腸
肋筋の左では圧迫負荷 5.0 kg が 1 ％水準で、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％
水準でそれぞれ有意であった。多重比較の結果は、腸肋筋の左では 5.0 kg と 7.5 kg
が「0」と「3」間、「1」と「3」間に（p < 0.05～0.001）、8.5 kg が「0」と「3」間、
「1」と「2」および「3」間に（p < 0.05～0.01）、10.0 kg が「0」と「2」および「3」
間、「1」と「2」および「3」間に（p < 0.01～0.001）、腸肋筋の右では 5.0 kg が「0」







肋筋（左右）共に、徒手圧痛検査および圧痛計検査の圧迫負荷 2.5 kg、5.0 kg、7.5 kg
















検討 2 腰部筋における徒手圧痛検査法と圧痛計検査方法との関係 









1) 圧痛計による圧迫負荷 2.5 kg 
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関より腸肋筋右で有意な相関が認められず、

















































圧痛計の圧迫負荷 7.5 kg は圧痛強度を上手く反映していると思われ、腰部筋の圧痛
検査としての圧痛評価がなされていたと考えられた。 















筋以外の疼痛の発生が 33 名中 20 名（約 60.6%）に認められた。これらのことから、
データの偏りの少ない散布が示されたが、圧痛計の圧迫負荷 8.5 kg は圧迫負荷が強
いことが伺われ、腰部筋の圧痛検査としての圧痛評価を上手く反映していないと考
えられた。 

















筋以外による疼痛有無結果では、対象筋以外の疼痛の発生が 33 名中 20 名（約
60.6%）に認められた。これらのことから、データの偏りの少ない散布が示された







に大きくなったのは、圧迫負荷 7.5 kg のみである。その他の圧迫負荷では、2.5 kg
の全腰部筋、5.0 kg および 10.0 kg の腸肋筋左において圧痛強度が強いほど圧痛ス
ケール値が段階的に高くならず同じスケール値を示した箇所があったことや、圧迫
負荷 2.5 kg と 5.0 kg では、徒手検査の圧痛強度に比べ圧痛スケール値が全腰部筋で
低く、8.5 kg と 10.0 kg では逆に高くなっているなど、圧痛強度に応じた圧痛スケ
ール値を示していなかった。さらに、圧痛計検査の圧痛スケール値と徒手圧痛検査
の圧痛強度との関係において全対象筋に 0.1％水準で有意な強い関係（r = 0.729～
0.807）が認められたのは、圧迫負荷 7.5 kg のみであった。また、分散分析におい
て全対象筋に 0.1％水準で有意であったのは圧迫負荷 7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg
であり、多重比較の結果は最長筋左と腸肋筋左右の圧迫負荷 2.5 kg で有意差が認め
られず、他の圧迫負荷に有意差が認められたもの、認めないものなどあった。しか
し、圧痛検査における対象筋以外の疼痛有無の聴取から徒手圧痛検査および圧痛計
検査の圧迫負荷 2.5 kg、5.0 kg、7.5 kg では、疼痛有りの者が全員いなかったのに対
し、8.5 kg および 10.0 kg では 20 名（約 60.6％）いたことを考えると、圧迫負荷 2.5 
kg と 5.0 kg は圧迫負荷が弱いため圧痛強度を段階的に示すことが難しく、逆に 8.5 
kg と 10.0 kg は圧迫負荷が強いため対象筋以外の痛みを生じる危険性があると考え





















 本章の目的は、検討 1 として、成人男女 8 名（平均 25.3±2.7 歳）を対象に従来
の圧痛計機器の圧迫負荷部分に直径 2.0 cm のアルミ製円形平板を取り付け、さら
にその円形平板にスポンジを貼付ける改良を加えて、改良前後の疼痛に関する調査
を行うこと、検討 2 として、成人男女 33 名（平均 22.7±3.3 歳）を対象に腰部筋（最
長筋および腸肋筋）における徒手圧痛検査の圧痛強度と改良を加えた圧痛計による
圧痛検査の圧痛強度との関係を検討することであった。検討 1 および検討 2 の検者
は、何れも 10 年以上の施術経験のある柔道整復師 1 名である。その結果は以下の
様にまとめられる。 
 
検討 1  
圧痛計の改良前後の腰部筋への圧迫感覚に対する回答として、「刺すような痛み
がある」と答えた者は、改良前の 8 名（100％）が改良後に 0 名（0％）に、「皮膚
の痛みがある」と答えた者は 4 名（50％）が 1 名（12.5％）となった。一方、「1
点で押される感覚」と答えた者は 0 名（0％）が 4 名（50％）に、「筋の圧痛を自覚
する」と答えた者は 0 名（0％）が 7 名（87.5％）に、「母指による圧迫に近い感覚」






圧痛計による圧痛検査の圧痛強度との関係に関して、以下の 4 点があげられる。 
1. 圧痛計検査の圧痛スケール値と徒手圧痛検査の圧痛強度との関係は、圧迫負




な正の相関関係が認められた。特に 7.5 kgの圧迫負荷では、全ての対象筋に r = 0.729
～0.807（p < 0.001）の強い相関関係が認められた。 
2. 徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計検査による圧痛スケール値との分散分析の
結果は、最長筋右の圧迫負荷 2.5 kg 以外は全対象筋の全ての負荷において 5％～
0.1％水準で有意であり、徒手圧痛検査の圧痛強度が強くなるほど圧痛スケール値
が大きくなる傾向がみられた。特に圧迫負荷 7.5 kg、8.5 kg、10.0 kg では全対象筋
に 0.1％水準で有意であった。 
3. 全腰部筋で徒手圧痛検査の圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査の圧痛スケ
ール値が段階的に大きくなったのは、圧迫負荷 7.5 kg のみであり、その他の圧迫負
荷では圧痛強度の強さに応じた段階的な圧痛スケール値が示されなかった。 
4. 圧痛検査における皮膚の引きつり等の疼痛の発生は、徒手圧痛検査および圧
痛計による 2.5～7.5kg の圧迫負荷の検査では全く認められなかったが、8.5 kg およ
び 10.0 kg の圧迫負荷の検査では 20 名（60.6％）に認められた。 
以上のことから、腰部筋における本圧痛計による圧迫負荷 2.5 kg と 5.0 kg は圧迫
負荷が弱いため圧痛強度を段階的に示すことが難しく、8.5 kg 以上の負荷になると、
皮膚の引きつり等の対象筋以外の疼痛の発生が多くの者に生じることから、5 種類
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改良前 　　0(0%) 　　0(0%) 　　8(100%) 　　　　4(50.0%) 　　　　0(0%) 8(100%)
改良1 　　0(0%) 　　1(12.5%) 　　3(37.5%) 　　　　4(50.0%) 　　　　4(50.0%) 8(100%)












































2.5 kg 5.0kg 7.5 kg






























































2.5 kg 5.0kg 7.5 kg






























































2.5 kg 5.0kg 7.5 kg






























































2.5 kg 5.0kg 7.5 kg
















































































































2.5 kg 5.0 kg 7.5 kg 8.5 kg 10.0 kg
































図 8. 最長筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた      




































































































図 9. 腸肋筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた      

















圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n = 8 n = 6 n = 12 n = 7 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0 0.58 0.86
S.D. 0 0 0.90 1.46
mean 0.38 0.67 2.17 3.86
S.D. 0.74 1.21 2.17 2.97
mean 2.13 2.50 5.08 7.29
S.D. 1.73 2.26 2.07 2.14
mean 3.13 4.33 6.75 8.71
S.D. 2.64 2.25 2.38 1.70
mean 4.50 5.67 7.38 9.29
S.D. 2.56 2.81 2.08 1.11
                                                                                               n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001
       徒手圧痛検査による検者が判定した圧痛強度
n.s.
10.0kg 7.26 *** n.s. * ** n.s. * n.s.
** n.s.
8.5kg 8.82 *** n.s. ** ** n.s. **
n.s. * n.s.
7.5kg 10.16 *** n.s. * *** n.s.
n.s. n.s. n.s. n.s.









































圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n = 8 n = 6 n = 11 n = 8 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0 0.27 1.38
S.D. 0 0 0.91 1.30
mean 0 0.67 1.73 3.88
S.D. 0 1.03 1.01 2.03
mean 1.63 2.50 5.09 6.75
S.D. 1.51 1.52 1.64 2.44
mean 2.63 4.00 6.64 8.50
S.D. 2.20 1.67 2.06 1.77
mean 4.25 4.67 7.64 9.13
S.D. 2.66 1.75 1.86 1.46
                                                                                           　　n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001








8.5kg 14.21 *** n.s. *** ***
*** **
7.5kg 13.23 *** n.s. ** *** * ***
n.s. * *
5.0kg 14.64 *** n.s. * *** n.s.





































圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n = 6 n = 6 n = 7 n = 14 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0 0.43 1.14
S.D. 0 0 1.13 1.56
mean 0.17 0.17 2.14 3.71
S.D. 0.40 0.40 1.57 3.52
mean 1.83 2.33 4.43 6.43
S.D. 1.47 1.21 1.81 2.68
mean 3.83 3.50 7.00 7.71
S.D. 2.14 1.98 2.00 2.23
mean 5.00 4.83 8.71 8.71
S.D. 2.00 1.84 1.11 1.44
                                                                                                n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001
       徒手圧痛検査による検者が判定した圧痛強度圧痛計に
よる圧迫
負 荷




8.5kg 8.34 *** n.s. n.s. **
* n.s.
7.5kg 9.04 *** n.s. n.s. *** n.s. **
n.s. n.s. n.s.
5.0kg 4.43 * n.s. n.s. * n.s.





































圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n=7 n=6 n=7 n=13 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0.17 0 0.54
S.D. 0 0.41 0 0.78
mean 0.14 0.50 2.14 2.85
S.D. 0.38 0.84 1.86 2.08
mean 1.43 3.17 5.43 6.38
S.D. 1.27 1.17 2.15 2.14
mean 2.86 5.00 6.71 8.08
S.D. 1.57 0.89 1.80 1.75
mean 4.43 5.83 7.29 9.08
S.D. 2.30 1.33 1.50 1.19
                                                                                               n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001
n.s. ** n.s.10.0kg 15.08 *** n.s. ** ***
n.s.
8.5kg 17.26 *** n.s. *** *** n.s. ** n.s.
* n.s.
7.5kg 12.54 *** n.s. ** *** n.s. **
n.s. n.s. n.s.
5.0kg 5.54 ** n.s. n.s. ** n.s.










































   
名 ( ％ ) 名 ( ％ ) 名 ( ％ )
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 13 39.4 20 60.6 33 100
腸肋筋 13 39.4 20 60.6 33 100
最長筋 13 39.4 20 60.6 33 100






2 . 5  k g
5 . 0  k g
7 . 5  k g
8 . 5  k g






































た、本調査では、第 3 章で開発した圧痛計検査法による至適圧迫負荷 7.5 kg での検
査（以下、圧痛計検査）と徒手圧痛検査の両検査それぞれの腰部筋に対する圧痛強







した対象は、腰部の凝り、張り感や痛み感を自覚する男女 25 名（平均 25.6±6.5





























回とし、合計 10 回連続で行わせた。1 カ月間の立位体操は、一過性の立位体操の
運動方法を 1 日に 1 度行い、1 カ月間実施した。立位体操の指導は、立位体操を初
めて実施する前に実演してみせ、各被験者の初回の立位体操を実施する際に付き添






た。各体操とも、号令とともに約 4 秒で背反らしおよび背伸ばしを行い、約 4 秒で





実施前と 1 カ月体操後において、それぞれ腰部の愁訴強度の比較を t 検定にて 5 ％
未満を有意として行った。また、各腰部筋の徒手圧痛検査による一過性および 1
カ月間の立位体操の各体操前後での圧痛強度の比較、圧痛計検査による体操前後で
の圧痛スケールの比較をそれぞれ t 検定にて 5 ％未満を有意として行った。一過
性の立位体操の体操前後と、1 カ月立位体操の体操実施前と 1 カ月体操後のそれぞ
れの徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査における圧痛スケール値（平均
値）は、図 16、17、22 および図 23（本章末）に示した通りである。一過性の立位
体操では体操の前後で、1 カ月間の立位体操では体操実施前と 1 カ月体操後におい
て、各腰部筋での徒手圧痛検査による圧痛強度と圧痛計による圧痛スケールとの相











 一過性の立位体操について、腰部の凝り、張り感や痛み感を自覚する 25 名の各
愁訴強度に該当する人数割合は図 5（本章末）の通りである。腰部の愁訴強度で「全
く感じない：0」は、立位体操前 0 名（0％）、立位体操後 2 名（8％）、「少し感じる：
1」で立位体操前 11 名（44％）、立位体操後 15 名（60％）、「感じる：2」で立位体
操前 12 名（48％）、立位体操後 7 名（28％）、「非常に感じる：3」で立位体操前 2
名（8％）、立位体操後 1 名（4％）であった。 
 
3-2. 1 カ月間の立位体操前後による腰部の愁訴強度 
立位体操の体操実施前と 1 カ月体操後における腰部の愁訴強度について比較し
た結果は図 6（本章末）の通りである。体操実施前と比較し 1 カ月体操後に 1％水
準で有意な愁訴強度の低下が示された。 
 1 カ月の立位体操について、腰部の凝り、張り感や痛み感を自覚する 25 名の各
愁訴強度に該当する人数割合は図 7（本章末）の通りである。腰部の愁訴強度で「全
く感じない：0」は、体操実施前 0 名（0％）、1 カ月体操後 12 名（48％）で、「少
し感じる：1」では体操実施前 11 名（44％）、1 カ月体操後 12 名（48％）で、「感
じる：2」では体操実施前 12 名（48％）、1 カ月体操後 1 名（4％）であり、「非常
に感じる：3」で体操実施前 2 名（8％）、1 カ月体操後 0 名（0％）であった。 
 
3-3. 各圧痛検査による一過性の立位体操前後での比較 
































 図 18（本章末）は左、図 19（本章末）は右の最長筋、図 20（本章末）は左、図
21（本章末）は右の腸肋筋の一過性の立位体操前後の圧痛計検査による圧痛スケー
ル値と徒手圧痛検査による圧痛強度との相関を示している。最長筋では、立位体操
前後の左右ともに 0.1％水準で有意な正の相関関係（r = 0.796～0.930）が認められ
た。腸肋筋では、右の立位体操前において 1％水準（r = 0.661）で、その他の立位














操実施前において 1％水準（r = 0.661）で、その他の腸肋筋において 0.1％水準で有





















で体操前 0 人から体操後 2 人に、「少し感じる：1」で体操前 11 人から体操後 15 人
と増加する一方で、「感じる：2」で体操前 12 人から体操後 7 人、「非常に感じる：
3」で体操前 2 人から体操後 1 人と減少した。1 カ月間の立位体操介入による腰部
の愁訴強度は、体操実施前と比較し 1 カ月体操後に 1％水準で有意な愁訴強度の低
下を示した。体操実施前と 1 カ月体操後による腰部の各愁訴強度の人数は、「全く
感じない：0」で体操実施前 0 名から 1 カ月体操後 12 名に、「少し感じる：1」で体
操実施前 11 名から 1 カ月体操後 12 名（48％）と増加する一方で、「感じる：2」で
体操実施前 12 名から 1 カ月体操後 1 名、「非常に感じる：3」で体操実施前 2 名か








これを 1 回として計 10 回実施した時の腰部の愁訴や筋の圧痛強度について評価し


































本論第 3 章で開発した圧痛計検査法の有効性を示していると考えられる。 
 
5．結論 
 本調査は、腰痛を自覚する被験者 25 名に対し、一過性および 1 カ月間の立位体
操を実施し、体操前後での腰部の愁訴調査と、本論第 3 章で報告した圧痛計による
圧迫負荷 7.5 kg での圧痛計検査と徒手圧痛検査での圧痛強度変化を比較し、立位
体操の効果を愁訴調査および腰部筋の各圧痛検査における圧痛強度評価から検討
を行い、あわせて圧痛計検査の有用性を検討した。検者は、臨床経験 10 年以上の






の愁訴強度は、体操実施前と比較し 1 カ月体操後に 1％水準で有意な愁訴強度の低
下が示された。 
2. 一過性の立位体操前と体操後による各愁訴強度の人数は、「全く感じない：0」 
で体操前 0 人から体操後 2 人に、「少し感じる：1」で体操前 11 人から体操後 15 人
と増加する一方で、「感じる：2」で体操前 12 人から体操後 7 人、「非常に感じる：
3」で体操前 2 人から体操後 1 人と減少した。1 カ月間の立位体操の体操実施前と 1
カ月体操後による腰部の各愁訴強度の人数は、「全く感じない：0」で体操実施前 0
名から 1 カ月体操後 12 名に、「少し感じる：1」で体操実施前 11 名から 1 カ月体操
後 12 名（48％）と増加する一方で、「感じる：2」で体操実施前 12 名から 1 カ月体
操後 1 名、「非常に感じる：3」で体操実施前 2 名から 1 カ月体操後 0 名と減少した。 
3. 一過性の立位体操前と体操後の腰部筋の圧痛計検査による圧痛スケール値と
徒手圧痛検査による圧痛強度との関係は、全ての腰部筋に 0.1％～1％水準（r = 0.661
～0.930）で有意な正の相関を示していた。1 カ月間の立位体操の体操実施前と 1
カ月体操後の腰部筋の圧痛計検査による圧痛スケール値と徒手圧痛検査による圧
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図 1. 改良した圧痛計 
検査対象部位へアルミ性の円形板（実線矢印）とスポンジ 






































図 2. 腰部筋の圧痛検査における圧迫負荷方法例 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 22. 最長筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査に
おける圧痛スケール値 （1 カ月間の立位体操時） 
















































































図 23. 腸肋筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査に


























































































































































































































第 5 章  
 
総 合 考 察 
 
 腰部の凝り、張り、痛みなどの愁訴は、多くの者が経験しており、現代社会の労
働形態や生活スタイルに起因している 1,2)。平成 25 年度の国民生活基礎調査による
と国民の約 3 割に自覚症状があり、腰痛と肩凝りは第 1 位、2 位と上位を占めてい
る。職種別にみると、保母、看護師などの医療福祉関連労働者 3,4)、トラックなど
運輸に関わる労働者 5)、農業従事者 6)や建築労働者 7)などで腰部や肩部等の愁訴調
査が行われ、長期間の立位、座位や重量物取扱い作業などによる有訴者が多いこと
が報告されている。また、船舶職員の腰痛の現状は、国土交通省海事局の平成 25
年に報告された平成 23 年度船員災害疾病発生状況報告集計書 8)によると、罹病者
のうち最も多い疾患は、第 1 位に筋骨格系の疾患（20.7％）であり、その内訳は椎






















































て、2.5 kg、5.0 kg、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg の 5 種類の圧迫負荷で腰部筋へ圧
痛検査を行い、徒手圧痛検査の圧痛強度との関係を検討した。その結果、全対象筋
に 0.1％水準で有意な強い関係（r = 0.729～0.807）を認めたのは、圧迫負荷 7.5 kg
のみであったこと、圧迫負荷 2.5 kg と 5.0 kg は圧迫負荷が弱いため圧痛強度を段階
















存在したと推察される。しかし、圧痛計検査は、圧迫負荷 7.5 kg において、対象筋
以外の痛みが全く生じなかったことや全ての腰部筋に徒手圧痛計検査との有意な
高い相関が認められていることを考えると、圧迫負荷 7.5 kg が圧痛検査手法として
有効であると考えられる。 
第 4 章では、腰部の愁訴改善体操としての立位体操を介入させて、第 3 章で開発
した圧痛計検査法を採り入れ、一過性および 1 カ月間の立位体操の効果と立位体操
効果からみた圧痛計検査の検討を行った。結果より、腰部の愁訴強度は、一過性お
よび 1 カ月間の立位体操とも体操後に 1％～5％水準で有意に愁訴強度の低下を示
した。また、一過性の立位体操は、体操前と体操後の腰部筋の圧痛計検査による圧
痛スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との関係において、全ての腰部筋に






係は、一過性および 1 カ月間の立位体操で、相関係数 0.6 以上の高い相関を認めて
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